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序     文 

  

ブルキナファソでは、2002 年から基礎教育開発 10 カ年計画（PDDEB）が実施段階に入り、同国政

府とドナーが協力して総合的な基礎教育開発に取り組んでいます。特に教育へのアクセス向上に重点

を置いた取り組みがなされてきた結果、初等教育就学率が 44.4%から（2000/01 年、基礎教育識字省

資料）から 60.7%（2005/6 年、同）に改善されるなど一定の成果を挙げています。こうして就学者数

が急増する一方で、課題となっているのが教育の質の低下です。同国では、就学者数の急増による教

員不足に対応するため、2002 年から教員養成課程が短縮されたことにより、教員の教授能力の低下

が懸念されています。教員の教授能力が教育の質に影響を与える重要な要因であることはブルキナフ

ァソ政府やドナーの共通認識となっており、教員の能力強化の機会を十分に確保することが喫緊の課

題となっています。 

他方、我が国は、ケニア中等理数科教育強化計画（SMASSE）をはじめ、アフリカにおける理数科

現職教員研修の実施や制度構築に対する協力経験を積み重ねてきました。協力成果の一つとして理数

科教育強化に関するアフリカ域内ネットワーク（SMASE-WECSA）が構築され、ケニア SMASSE が、

ケニアと同様に理数科教育で課題を抱える他アフリカ諸国に対して技術支援を行うに至っています。

ブルキナファソも 2005 年から SMASE-WECSA に参加しており、我が国の協力によるアフリカ域内

の理数科教育強化の取り組みを学んできました。 

このような背景のもと、同国政府から我が国に対し、「初等教育・理数科現職教員研修改善計画」

に関する技術協力が要請されました。 

要請を受けて JICA では、2007 年 5 月に第一次事前評価調査団、同年 11 月に第二次事前評価調査

団を派遣し、政府及び関係機関と協力計画策定に関する協議を行い、2007 年 12 月に同国政府と JICA

ブルキナファソ事務所との間でプロジェクト実施について討議議事録を署名するに至りました。 

本報告書は、初等教育・理数科現職教員研修改善計画の要請背景や案件形成の経過・概略を取りま

とめたものであり、今後の本プロジェクトの実施や類似案件の形成にあたって活用されることを願う

ものです。 

ここに、案件形成にご協力いただいた内外の関係者の方々にあらためて深い謝意を表するとともに、

引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 20 年１月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

 人間開発部 

部長 西脇 英隆 
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ブルキナファソ・プロジェクト位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト対象地域 

34  SANMATENGA（サンマテンガ県） 

29  OUBRITENGA（ウーブリテンガ県） 

14  KADIOGO（カディオゴ県） 

40  TUY（トゥイ県） 

http://www.un.org/Depts/Cartographic/map/profile/burkina.pdf 





写     真 

 

第二次事前評価調査の協議の様子 小学校の様子 

第二次事前評価調査 M/M の署名（右は基礎教

育省次官） 

第二次事前評価調査 M/M の交換（右は財

務省協力総局長） 

中央研修センター候補 ENEP Loumbila の寮 中央研修センター候補 ENEP Loumbila の

教室の様子 





略 語 表 

 
略語 正式名 日本語 

ASEI-PDSI Activity, Student, Experiment, 

Improvisation/Initiative - Plan、Do、See、

Improve 

活動、生徒中心、実験、創

意工夫 – 計画、実践、評価、

改善（ケニア SMASSE で開

発された授業改善アプロー

チのスローガン） 

BEGIN Basic Education for Growth Initiative 成長のための基礎教育イニ

シアティブ 

CEB Circonscription d’Education de Base 学区 

CEMASTEA Centre for Mathematics, Science and 

Technology Education in Africa 

アフリカ理数科・科学教育

センター 

CSLP Cadre Stratégique de Lutte contre la Pauvreté 貧困削減戦略 

ENEP Ecole Normale de l’Enseignement Primaire 初等教員養成校 

GAP Groupe d’Animation Pédagogique 教員分科会 

INSET In-Service Education and Training 現職教員研修 

LT Local Trainer  地方研修講師 

MEBA Ministère de l’Enseignement de Base et de 

l’Alphabétisation 

基礎教育識字省 

M/M Minutes of Meeting 会議議事録 

NC National Coordinater ナショナルコーディネータ

ー 

NEPAD New Partnership for Africa’s Development アフリカ開発のための新パ

ートナーシップ 

NT National Trainer 中央研修講師 

PDDEB Plan Décennal de Développement de 

l’Education de Base 

基礎教育開発 10 カ年計画 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・

マトリクス 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SMASE Strengthening Mathematics and Science 
Education 

（初等）理数科教育強化（プ

ロジェクト） 

SMASSE Strengthening Mathematics and Science in 

Secondary Education 

中等理数科教育強化プロジ

ェクト 

SMASE-WECSA Strengthening Mathematics and Science 

Education in Western, Eastern, Central & 

SMASE（理数科教育強化）

アフリカ域内ネットワーク



Southern Africa 

TICAD Tokyo International Conference for African 

Development 

アフリカ開発会議 

WSSD World Summit on Sustainable Development 持続可能な開発に関する世

界首脳会議 
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第１章 要請の背景 

 

ブルキナファソの教育セクターでは、1996 年に施行された教育基本法を踏まえ、基礎教育分野の

開発枠組み、活動指針である基礎教育開発 10 カ年計画（Plan Décennal de Développement de l’Education 

de Base、PDDEB）が策定され、2002 年 9 月から実施に移されている。PDDEB フェーズⅠ（02-07）

では「アクセス（初等教育就学率）の向上」「質の向上」「ノンフォーマル教育の拡充による識字率

の向上」「教育行政能力の向上」などが目標に掲げられ、基礎教育識字省（Ministère de l’Enseignement 

de Base et de l’Alphabétisation、MEBA）とドナーが協力して総合的な基礎教育開発に取り組んできた。

特にアクセス向上に重点を置いた取り組みがなされてきた結果、初等教育の総就学率は 44.4%

（2000/01 年）から 60.7%（2005/06 年）に向上1するなど一定の成果を見せている。 

その一方で、就学者数の増加に伴って教育の質の低下が懸念されるようになっている。増加する

就学者数・教室数に対応しうる数の教員を養成するため、2002 年に初等教員養成校（Ecole Normale de 

l’Enseignement Primaire、ENEP）における教員養成課程が 2 年間から 1 年間に短縮された。その結果、

多くの教員が十分な教授能力を身につけないままに教室で授業を行うことになり、教育の質低下の

一因となっている。こうした状況を踏まえ、2008 年から始まる PDDEB フェーズⅡでは教育の質向

上を重視することになっている。特に、短縮された教員養成課程を補完する意味でも、効果的な現

職教員研修（In-Service Education and Training、INSET）の実施を通じた教員の能力強化が必要である

ことは MEBA やドナーの共通認識となっており、PDDEB フェーズⅡのおいても教育の質向上に関

して具体的に示された 21 の目標の中に現職教員研修の改善が明記されている。ブルキナファソでは

現職教員研修制度として教員分科会（Groupe d’Animation Pédagogique、GAP）が存在するが、現状で

は GAP が有効に機能しているとは言えず、教育の質向上につながる効果的な GAP 活動は実施され

ていない。教員は能力強化の機会を必要としており、現職教員研修の改善は喫緊の課題である。 

他方、我が国はケニア中等理数科教育強化計画2（Strengthening Mathematics and Science in Secondary 

Education、SMASSE）をはじめ、アフリカにおける理数科現職教員研修に関する協力経験を豊富に

持つ。ケニア SMASSE を拠点に、理数科教育強化を目的としたアフリカ域内ネットワーク

（Strengthening Mathematics and Science Education in Western, Eastern, Central & Southern Africa、

SMASE-WECSA3）が構築されているが、多くのアフリカ諸国と同様、理数科教育強化が課題となっ

ているブルキナファソ4もネットワークのメンバー国となっている。2005 年以降、同国はネットワー

クの域内会合に参加しており、ケニア SMASSE が実施する第三国研修にも研修員を派遣してきた。 
                                            
1 MEBA 資料 
2 ケニアで 1998 年から実施されているプロジェクト。2003 年からフェーズⅡに移行している。理数科の現職教員研

修システムを構築し、研修を通じて生徒中心型授業を普及させることで、理数科教育を強化することを目的としてい

る。SMASSE の特徴として、授業改造アプローチを「活動、生徒中心、実験、創意工夫－計画、実践、評価、改善」

（Activity, Student, Experiment, Improvisation：Plan, Do, See, Improve、ASEI-PDSI） というキーワードに概念化したこ

とが挙げられる。 
3 域内の理数科教育を強化することを目的に域内会合の開催、第三国研修の実施、ケニア人第三国専門家による技術

支援などの活動を行っている。 
4 初等教育において理数科（特に算数）は仏語と並んで主要教科に位置づけられているが、仏語と比べその学習到達

度が低いことから、強化・改善が必要となっている。2002 年から MEBA は主要教科に関する学習到達度試験を実施

しているが、2006 年の小学校 5 年生の結果は、仏語 41.4 点、算数 34.8 点（いずれも 100 点中）であった。 

- 1 -



 

このような背景のもと、同国政府から我が国に対し、初等レベルの理数科教育の質向上を目的と

する現職教員研修に関する技術協力プロジェクトの実施が要請された。 
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第２章 調査協議の経過と概略 

 

２－１ プロジェクト形成の経過と概略 

本プロジェクトの形成にあたり、以下の調査を実施した。 

第一次事前評価調査  2007 年 5 月 12 日～2007 年 5 月 20 日 

第二次事前評価調査  2007 年 11 月 17 日～2007 年 12 月 1 日 

 

各調査の概略は以下のとおり。 

 

（１）第一次事前評価調査 

期間 2007 年 5 月 12 日～2007 年 5 月 20 日 

団員構成（所属） 団長・総括：杉山隆彦（ケニア SMASSE 専門家） 

研修計画 ：Lynette KISAKA（CEMASTEA 生物部門教科主任、ケニア SMASSE

カウンターパート） 

研修計画 ：犀川修平（JICA ブルキナファソ事務所企画調査員） 

協力企画 ：宮崎岳（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム特別嘱

託） 

派遣の目的 ア．ブルキナファソの教育政策を含む初等教育セクターに関する基本情報を収

集し、本プロジェクト実施の妥当性を確認する。 
イ．要請内容に基づいてプロジェクトデザイン（目標、成果、活動、期間、対

象地域、実施体制、必要経費など）について、先方政府と協議し、合意す

る。 
調査結果概略 ア．協力目的について、生徒中心型教授法に関する現職教員研修の実施を通じ

て、初等教員の理数科教授能力の強化を目指すことで合意した。 
イ．協力期間について、3 年間とすることで合意した。また、プロジェクトを

通じてナショナルトレーナー、地方トレーナー、GAP 代表者を育成するこ

とに合意した。 

ウ．プロジェクト実施体制など詳細については先方政府内であらためて検討す

ることとなった。 

エ．本調査の結果を踏まえて、プロジェクト実施体制、予算計画、プロジェク

ト・デザイン・マトリクス（Project Design Matrix、PDM）などを含むプロ

ジェクトドキュメント案を先方が作成し、同案に基づいて第二次事前評価

調査を実施することとなった。 

 

（２）第二次事前評価調査 

期間 2007 年 11 月 17 日～2007 年 12 月 1 日 

団員構成（所属） 団長・総括：石原伸一（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム長）

教員研修 ：Mary KARIUKI（CEMASTEA 生物部門教科主任、ケニア SMASSE
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カウンターパート） 

研修計画 ：宮崎岳（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム特別嘱

託） 

協力企画 ：山下契（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第ニチーム） 

派遣の目的 ア．第一次事前評価調査の合意事項や先方から提出されたプロジェクトドキュ

メント案に基づいて、プロジェクトデザイン（PDM、対象地域、実施体制、

必要経費の分担など）について、先方と協議し、合意する。 
イ．プロジェクト開始までに行う作業やスケジュールを確認する。 

調査結果概略 ア．プロジェクト目標を「現職教員研修を通じて、理数科における教員の教授

法が改善される」とすることで合意、PDM を確定した。 
イ．プロジェクトの実施体制について、カスケード型研修の実施を通じて中央

研修講師、地方研修講師、教育アドバイザー、視学官、GAP 代表を育成し、

生徒中心型授業の概念を GAP 活動に導入することで合意した。 

ウ．ランニングコストに当る研修実施経費については、年々先方負担分を増や

し、プロジェクト最終年度には全額を先方負担とすることで合意した。 

エ．2008 年 1 月にプロジェクトを開始するために双方が必要な手続きを行うこ

とを確認した。 

 

２－２ 討議議事録の署名 

第二次事前評価調査の結果を踏まえ、JICA ブルキナファソ事務所を通じてプロジェクトの詳細に

ついて先方とさらに協議を重ね、プロジェクト実施について合意に至った。合意内容は討議議事録

（Record of Discussions、R/D）にまとめられ、2007 年 12 月に JICA ブルキナファソ事務所長、ブル

キナファソの基礎教育識字大臣と財務大臣の 3 者の間で署名が交わされた。 

- 4 -



 

第３章 事業事前評価表 

 

１．案件名 

ブルキナファソ国初等教育・理数科現職教員研修改善計画（SMASE ブルキナファソ） 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

ブルキナファソにおける小学校教員の理数科教授法が改善されることを目的として、パイロット地域

の 4 県において、ケニア国中等理数科教育強化計画 (SMASSE)で開発されたモデルを参考に、中央研修

講師（National Trainer、NT）、地方研修講師（Local Trainer、LT）、視学官及び教育アドバイザー、教員分

科会（GAP）代表を養成し、小学校教員を対象とした理数科現職教員研修（INSET）を実施する。 

（２） 協力期間 

平成 20 年 1 月中旬から平成 23 年 1 月中旬の 3 年間とする。 

（３） 協力総額（日本側） 

約 1.4 億円 

（４） 協力相手先機関 

ブルキナファソ基礎教育識字省 

（５） 国内協力機関 

なし 

（６） 裨益対象者及び規模など 

 中央研修講師 23 名 

 視学官及び教育アドバイザー 143 名（地方研修講師 23 名を含む） 

 教員分科会（GAP）代表 472 名 

 対象 4 県の全小学校教員 約 7200 名 

 対象 4 県の全小学校児童  約 33 万名 (間接的裨益者) 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１） 現状と問題点 

ブルキナファソの初等教育就学率は、近年教育の機会拡大に重点的に取り組んできた成果が見られ、

45%（2001/02 年）から 66％（2006/07 年）へと一定の伸びを示しているものの、依然としてサブサハラ・

アフリカにあっても最低水準にある。また、留年率 11％（2006/07 年）、初等教育修了試験合格率 70%

（2006/07 年）が示すとおり、内部効率や学習到達度の低さも重要な課題となっている。 

教育の質に影響を与える要因は多くあるが、同国において教員の能力不足は、特に 2002 年に初等教員

養成校（ENEP）における教員養成課程が 2 年間から 1 年間に短縮されて以来、大きな問題となっている。

短縮された教員養成課程を補完する意味でも現職教員研修（INSET）強化の必要性は基礎教育識字省や
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ドナーの共通認識となっている。現在、同国における現職教員研修としては、教員分科会（GAP）が挙

げられるが、政府は GAP に対して交通費など5を支給するほかは効果的な支援ができておらず、有効な

GAP 活動が行われていないのが現状である。教員の能力強化を通じて教育の質を確保するため、現職教

員研修の強化が喫緊の課題となっている。 

なお、ブルキナファソは SMASE-WECSA に加盟しており、2007 年 3 月にはニジェール中等理数科教

育強化計画の中央研修に基礎教育識字省の行政官を参加させるなど、現職教員研修プロジェクトの実施

に対する期待は大きい。 

（２） 相手国政府国家政策上の位置づけ 

 ブルキナファソの教育セクターでは 1996 年に施行された教育基本法に則り、基礎教育分野の開発の長

期的な枠組み・活動指針である基礎教育開発 10 カ年計画（PDDEB）が策定され、2002 年から実施段階

に入っている。PDDEB では教育の機会拡大とともに質の向上も重点課題として挙げられているが、フェ

ーズⅠ（2002-07）では実質的に機会拡大を特に重視した形で計画が実行されてきた。その成果として初

等教育就学率の向上では一定の成果を見せているものの、教育の質の低下が懸念されており、2008 年か

ら始まるフェーズⅡでは特に質を重視することとなっている。PDDEB フェーズⅡでは教育の質向上に関

して具体的に 21 の目標が挙げられ、そのなかに教員研修も明示されている6。 

また、小学校における理数科教育については、仏語と並び算数が主要教科として位置づけられており、

仏語に比べその学習到達度が低い7ことから、強化・改善が必要となっている。 

2003 年に改定された貧困削減戦略（Cadre Stratégique de Lutte contre la Pauvreté、CSLP）でも初等教育

が重要課題の一つとされており、政府は 2006 年度予算の 16%を基礎教育セクターに割り当てている。 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位置づけ）

日本の ODA 大綱と ODA 中期政策では、貧困削減のために、開発途上国の人間開発、社会開発に資す

る協力として教育分野に高い優先度をおいている。特に基礎教育分野については、2002 年のカナナスキ

ス・サミットにおいて「成長のための基礎教育イニシアティブ」（Basic Education for Growth Initiative、

BEGIN）を発表し、積極的に取り組む姿勢を内外に明らかにしている。また、理数科教育分野について

は、2002 年に南アフリカ共和国で開催された「持続可能な開発に関する世界首脳会議」（World Summit on 

Sustainable Development、WSSD）において「アフリカにおける理数科教育のための能力開発」がタイプ

2 プロジェクトとして採択された。日本政府は同会議において、「我が国がアフリカ地域での南南協力の

推進役となり、理数科教育関係者のネットワークを拡大する」ことを表明している。 

 アフリカにおける日本の理数科教育協力の具体的な取り組みとしては、1960 年代後半から青年海外協

力隊理数科教師の派遣、90 年代後半からケニア、ガーナ、南アを拠点とした技術協力プロジェクトが展

開されてきた。現在は、アフリカ地域における中核的な協力案件であるケニア SMASSE を拠点とする

SMASE-WECSA ネットワークの枠組みのもと、アフリカ域内協力も積極的に推進している。 

                                            
5 教員一人当たり年間約 15,000Fcfa(30US$)が支給されることとなっているが計画どおり支給されないことも多いと

いう。 
6 具体的な活動としては 2003 年に策定された現職教員研修戦略(Stratégie de formation continue) の実施、現職教員研修

センターの設立、GAP 内における教員研修の実施と活動強化が挙げられる。 
7 2002 年からブ国基礎教育識字省は主要教科に関する学習到達度試験を実施しているが、2006 年の小学校 5 年生の

結果は、仏語 41.4 点、算数 34.8 点（いずれも 100 点中）となっている。 
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本プロジェクトは対ブルキナファソ JICA 国別事業実施計画（平成 18 年 11 月改定）においては、援助

重点分野「基礎教育分野への支援」に対応する「基礎教育総合開発プログラム」の一環として教育の質

改善に資する協力と位置づけられる。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

  現職教員研修を通じて、理数科における教員の教授法が改善される。 

【指標】8 

・ 対象地域における ASEI-PDSI9授業法を使った授業の実践度 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

  現職教員研修を通じて、理数科教育の質が向上する。 

【指標】 

・ 対象地域における学年末の理数科試験結果 

・ 対象地域の小学校における進級率 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

【成果 1】 プロジェクトを実施するための組織体制が構築される。 

【活動】 

1.1 中央運営委員会を設立する。 

1.2 地方運営委員会を設立する。 

1.3 中央研修講師チームを組織する。 

1.4 地方研修講師チームを組織する。 

【指標】 

 プロジェクトを実施するための組織体制（中央及び地方レベルにおける運営委員会及び研修

講師チーム）の形成 

 

【成果 2】 研修のコンテンツが開発される。 

                                            
8 具体的な数値については、プロジェクト開始後に実施するベースライン調査の結果を踏まえて、合意することとし

ている。 
9 ASEI-PDSI は、ケニア SMASSE プロジェクトで導入した授業改善の理念。Activity（活動に基づいて知識を得る授

業へ), Student（教師中心の授業から生徒中心の授業へ）, Experiment（講義中心から実験や教育方法を工夫した授業へ）, 
Improvisation（身近な教材を使った小さな実験のある授業へ）：Plan（計画）、Do(実践)、See（評価）、Improve（改善）

というサイクルに沿って授業計画作成から評価、フィードバック、改善を行うことを提唱している。なお、ブルキナ

ファソでは現場の教員により理解されやすいスローガンとするために、「I」に「Improvisation」ではなく、「Initiative
（自発性・創意工夫）」を充てることとなった。 
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【活動】 

2.1  現職教員研修に対する教員のニーズに係るベースライン調査を実施する。 

2.2  研修用の教材、ツールを開発する。 

【指標】 

 ベースライン調査結果の活用度 

 開発された研修モジュールの種類・数 

 

【成果 3】 中央研修講師、地方研修講師、視学官及び教育アドバイザー、GAP 代表の能力が強化

される。 

【活動】 

3.1 中央研修講師を対象に研修を実施する。 

3.2 視学官及び教育アドバイザー（地方研修講師を含む）を対象に中央研修を実施する。 

3.3 GAP 代表を対象に地方研修を実施する。 

3.4 中央研修をモニタリング・評価する。 

3.5 地方研修をモニタリング・評価する。 

3.6 経験共有のためのワークショップを実施する。 

【指標】 

 養成された中央研修講師の数 

 研修を受けた視学官及び教育アドバイザーの数 

 研修を受けた GAP 代表の数 

 

【成果 4】 ASEI/PDSI の概念が GAP 活動に導入され、定着する。 

【活動】 

4.1 SMASE に係る GAP の活動計画を作成する。 

4.2 GAP において SMASE 活動を実施する。 

4.3 視学官及び教育アドバイザーが GAP 代表を通じて GAP における SMASE 活動を技術的に支援

する。 

4.4 中央研修講師が地方研修講師及び GAP 代表を技術的に支援する。 

【指標】 

 SMASE に係る活動計画を作成した GAP の数 

 SMASE に係る GAP 活動の実施回数 

 ASEI-PDSI に係る活動に参加した教員の割合（％） 

 

（３） 投入（インプット） 

日本側 

長期専門家、短期専門家（第三国専門家）、研修に必要な資機材の供与、日本あるいは第三国に

おける研修 
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ブルキナファソ側：中央研修講師（ナショナルコーディネーター、コアトレーナーを含む）、ロ

ーカルコーディネーター、地方研修講師、プロジェクト事務所、中央及び地方研修センター、研

修実施経費（交通費、宿泊費、食費）、モニタリング・評価に係る経費 

 

外部要因 

 

 プロジェクトの前提条件 

ブルキナファソ政府の理数科教育強化に係る政策が変更されない。 

 

 プロジェクト実施上の外部条件 

■ プロジェクト目標を達成するための外部条件は次のとおり。 

・ 教員がプロジェクト期間中は現在のポストに留まる。 

・ 教員の処遇が悪化しない。 

■ 期待される成果が達成されるための外部条件は次のとおり。 

・ SMASE-WECSA が本プロジェクトに対する支援を継続する。 

・ 新たなプロジェクトや研修が本プロジェクトの実施を妨げない。 

 

５. 評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

本案件は、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

• 2008 年から始まる PDDEB フェーズⅡにおいては、教育の質により重点を置く方針を打ち出してい

る。PDDEB フェーズⅡでは、教育の質向上に関する 21 の目標のなかに教員研修が挙げられており、

具体的な活動項目として「現職教員研修戦略（Stratégie  de formation continue) の実施」、「現職教員

研修センターの設立」、「GAP 内における教員研修の実施と活動強化」が明示されている。 

• 小学校における理数科教育については、仏語と並び算数が主要教科として位置づけられており、仏

語に比べその学習到達度が低いことから、強化・改善が必要であることは明白である。 

• 対ブルキナファソ JICA 国別事業実施計画の中で、「基礎教育分野への支援」は重点分野に位置づけ

られており、本プロジェクトは「基礎教育総合開発プログラム」の一環をなすものである。 

• 日本は「成長のための基礎教育イニシアティブ」（BEGIN）において教育の質向上につながる支援と

して、日本が国際的に比較優位をもつ理数科教育支援を重点分野としている。また、2002 年の「持

続可能な開発に関する世界首脳会議」（WSSD）においては、「アフリカにおける理数科教育のため

の能力開発」に取り組んでいくことを表明しており、本プロジェクトは日本の政策に合致するもの

である。 

• ケニア SMASSE をはじめ、日本は理数科現職教員研修に関する類似案件をアフリカで数多く実施し

てきた経験があり、その経験を十分に活用できるという意味からも協力の妥当性は高い。 
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（２） 有効性 

本案件は、次のような理由から有効であると判断される。 

• 本プロジェクトでは、研修講師となる中央研修講師（NT）、地方研修講師（LT）、GAP 代表をカスケ

ード式研修で養成する。ベースライン調査の実施や研修実施の際には、他のアフリカの類似案件に

対する支援の経験を豊富に持つケニア SMASSE から技術的支援を受ける計画であり、当該支援によ

って研修の質が確保され、有効なプロジェクトの実施が期待される。また、カスケードによる研修

の質の低下を防ぐため、地方研修講師と同じ中央研修を受講する視学官及び教育アドバイザーを中

心に GAP 活動に対してきめ細かなモニタリングや技術支援が実施される予定である。 

• 本プロジェクトは、既存の現職教員研修制度である GAP 活動に SMASE の内容を組み込む形で実施

されることから、SMASE アプローチが有効に普及されることが期待される。 

• プロジェクト目標や成果を測る指標に関して、ケニア SMASSE で開発された評価ツールを参考にし、

本プロジェクトに合致したツールを作成する。同様の指標はケニア SMASSE やその他類似案件にお

いて利用されており、目標の達成度を測るのに一定の効果が見られることから、本プロジェクトに

おいて採用する有効性は高いといえる。 

 

（３） 効率性 

  本プロジェクトは次の理由により、効率性が高い。 

• 本プロジェクトは新たな制度をつくり上げるのではなく、既存の現職教員研修制度である GAP 活動

を強化する形で実施するため、県及び学区（Circonscription d’Education de Base、CEB）レベルにおけ

る既存の人材や実施体制をそのまま活用することができる。 

• 日本はアフリカ地域の中等理数科教育分野における協力経験を豊富に蓄積している。また、ケニア

SMASSE を拠点として、SMASE-WECSA の枠組みに基づいたアフリカ域内協力を展開しており、本

プロジェクトはこれら過去の経験やネットワークを活用することで非常に効率的に実施することが

可能である。技術的インプットについては、ケニア SMASSE からの第三国専門家派遣や第三国研修

の活用、教材やモニタリング・評価ツール作成についてはケニア SMASSE で既に開発されたものを

応用することが計画されており、日本からの投入を抑えつつ実施することができる。 

• 本プロジェクトでは既存の教員養成校や小学校を中央研修センターや地方研修センターとして利用

するため、新規の施設建設は必要ない。 

 

（４） インパクト 

  本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

• 上位目標「現職教員研修を通じて、理数科教育の質が向上する」を達成するためには、現職教員研

修が継続的に実施され、教員が研修で学んだ教授法を教室で実践することが必須である。本プロジ

ェクトは既存の現職教員研修制度である GAP 活動を強化するものであり、GAP 活動を通じた現職
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教員研修が継続的に実施される可能性は高い。また、GAP 活動及び教室レベルにおける実践に関す

るモニタリングやフィードバックの機会も計画されており、これら活動が継続されることで、教室

レベルにおけるインパクトの発現が促進されることが期待される。 

• 本プロジェクトの理数科現職教員研修がモデルとなって、GAP において理数科以外の教科に関する

活動も強化されることが期待される。また、教員が本プロジェクトの現職教員研修を通じて学んだ

教授法を他教科にも応用することで、理数科に限らずプルキナファソの教育全体の改善につながる

ことが期待される。 

• 将来的な他州への展開も見据えて十分な数（23 名）の中央研修講師を養成する計画であり、プロジ

ェクトがパイロット地域で成果を挙げた後、他州への拡大が円滑に行われることが期待される。 

• 活性化された GAP 活動が、教授法会議（Conférence Pédagogique）や遠隔教育といった既存の他の現

職教員研修活動と相互に連携することで、ブルキナファソにおける包括的な現職教員研修制度の確

立が期待される。 

• 同国政府は、将来的には SMASE アプローチを教員養成カリキュラムに組み込むことも検討してお

り、本プロジェクトにおいても初等教員養成校（ENEP）5 校から 7 名の教官が中央研修講師となる

計画である。将来的に SMASE アプローチが教員養成課程に拡大されることを通じて、同アプロー

チの普及・定着が一層促進されることが期待される。 

 

（５） 自立発展性 

  本プロジェクトは以下の理由から自立発展性が見込まれる。 

①制度面 

• 本プロジェクトでは、新しい制度をつくり上げるのではなく、既存の現職教員研修制度である GAP

活動に SMASE アプローチを導入することで GAP 活動を強化することを図っている。そのため、プ

ロジェクト終了後も GAP 活動において現職教員研修が自立的に運営される可能性が高い。 

 ②財政面 

• 本プロジェクトでは、将来にわたって政府が研修に関する経費を継続して負担できるようデザイン

されている。特にプロジェクト 3 年目は研修とモニタリングの実施に関するすべてのリカレントコ

スト（宿泊費・食費・交通費）をブルキナファソ側が負担することで先方財務省の合意も得ており、

現職教員研修に必要な予算が継続的に確保される可能性は高いといえる。 

 ③技術面 

• 本プロジェクトにおいて養成される中央研修講師や地方研修講師の多くは現職教員研修を本来業務

とする学区レベルの教育アドバイザーであり、プロジェクト終了後も現職教員研修に従事し続ける

ことが可能である。 
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６. 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

ブルキナファソは初等教育における男女格差の是正に積極的に取り組んでおり10、一定の成果を挙げ

ているものの、就学率のジェンダー指標は 0.84 と依然、格差が見られる。また、卒業試験での学力にも

男女に差が見られ11、特に、理数科は女性よりも男性が得意とする学問とみなす偏見が根強いこともあ

り、研修モジュールには女子に対する理数科教育の重要性を強調するなど配慮をしていく予定である。

なお、現在任命されている中央研修講師 20 名のうち 8 名が女性となっている。  

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

初中等理数科教育分野の類似案件からの教訓については、「評価結果の総合分析（初中等教育／理数科

分野）」（JICA 2004）に詳しい。本案件に特に活用が可能な教訓としては以下が挙げられるが、これらは

主として、本案件のベースとなっているケニア SMASSE プロジェクトから得られた教訓である。 
・ 常に先方政府の責任、主体性の意識涵養を図り、日本側は支援者であるという意識を持つ。 
・ カスケード型の研修は、カスケードの層が多くなりすぎないようにする。 
・ 案件の形成は、あくまでも相手側主導の下に行われることが望ましい。 
・ ステークホルダーに対する広報活動は、案件の成果を波及するための有力な貢献要因となる。 
・ 他ドナーと連携を行わない場合も、情報交換等は積極的に行うべきである。 
・ 教員研修の制度化のためには、行政関係者に対する積極的な働きかけに加え、相手国側で運営しや

すい簡潔な研修システムを確立することが重要である。 
・ アフリカ域内の交流を通し、アフリカ人の課題をアフリカ人同士で解決するというアフリカ開発会

議（Tokyo International Conference for African Development、TICAD）や「アフリカ開発のための新パ

ートナーシップ」（New Partnership for Africa’s Development、NEPAD）の理念に基づきプロジェクトを

運営する。 
・ 制度化、プロジェクトの自立発展性を望むのであれば、プロジェクト予算のコストシェアリングは

重要であり、かつ経常経費に組み込むことが望ましい。そのためには先方政府の予算編成スケジュ

ール、予算編成メカニズムを十分に把握するべきである。 
・ プロジェクトの自立発展性を考えるプロセスで、プロジェクト予算のコストシェアにおける JICA の

スタンスを明確に示すこととしたが、これはウガンダ、ナイジェリア、ニジェール、ルワンダにお

ける理数科教育強化案件の形成で得られた知見を参考にした。JICA が初期投資と本邦及び第三国研

修経費、先方政府が現職教員研修の実施経費（ランニングコスト）を負担するという原則のもと、

経費詳細項目ごとにどちらが負担すべき予算かを明確にした。 
８．今後の評価計画 

中間評価調査：2009 年 8 月頃 

終了時評価調査：2010 年 8 月頃 

 

                                            
10 女子教育推進のため、2002 年から女子は公立小学校入学時の登録料が免除されている。 
11 初等修了試験（CEP）の合格率は、男子が 70％に対し、女子は 66％と女子のほうが 4％低くなっている。 
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付属資料 

１．第一次事前評価調査報告書（M/M【英語・仏語】を含む） 

２．第二次事前評価調査報告書（M/M【英語・仏語】を含む） 

３．討議議事録（R/D）、Understanding of Cooperation【仏語】 

４．討議議事録（R/D）、Understanding of Cooperation【英語仮訳】 





 

ブルキナファソ初等教育・理数科現職教員研修改善計画 

第一次事前評価調査報告書 

 

団長   杉山 隆彦   

研修計画 Lynette KISAKA 

教育計画 宮崎 岳    

協力企画 犀川 修平   

 

標記プロジェクトの立ち上げを目的として、第一次事前評価調査を実施し、ブルキナファソ基

礎教育識字省（MEBA）とⅡの確認事項について合意し、Ⅲに列挙した事項について、第二次事

前評価調査団派遣までに同国側が必要な対策を講じることとしました。団長所感とあわせて報告

します。 

 

Ⅰ．調査概要 

要請書に基づいて先方政府が作成したプロジェクト素案をもとに協議が進められたが、先方政

府関係者は同案を事前に内部で共有したうえで共通の理解を持って協議に参加している状況では

なかった。そのため、協議は難航し、プロジェクトの核となる部分の多くが詰められずにミニッ

ツ（M/M）を署名することとなった。本調査中に合意できなかったプロジェクトの根幹となる部

分、特に対象地域、プロジェクト実施体制、研修センターに関しては、先方政府の提案により 5

月末までに素案を改めて JICA に提出することとなった。 

以上のとおり、本調査ではプロジェクト実施体制に関して合意ができなかったが、合意できた

事項は以下に記す。 

 

Ⅱ．調査・協議結果（合意事項） 

（１）プロジェクトの目的 

 1）上位目標：小学校レベルにおける理数科教育の質の向上に貢献する。 

 

 2）プロジェクト目標：生徒中心主義による教授法の現職教員研修（INSET）を通じて対象県

における教員の理数科の教授能力を強化する。 

 

 3）期待される成果：ナショナルトレーナー（NT）、地方トレーナー（LT）、教員分科会（GAP）

代表がそれぞれのレベルにおいて理数科現職教員研修を実施する能力が向上する。 

 

（２）プロジェクト期間 

プロジェクト期間は 2008 年 1 月より 2010 年 12 月までの 3 年間とする。ただし、時期は双方の

準備の進行具合によって変更の可能性がある。 

 

付属資料１．第一次事前評価調査報告書（M/M【英語・仏語】を含む）
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（３）プロジェクト対象範囲 

1)  プロジェクトの対象県は、MEBA が選定基準を定め、5 月末までに JICA に希望対象県を

提出する。 

2)  小学校レベルの理数科目を対象とする。1 

3)  プロジェクトで実施する研修はナショナルトレーナー、地方トレーナー、GAP 代表を対象

とする。GAP 内の活動を対象とするかは、後日双方の協議によって決めることとする。2 

 

（４）プロジェクト実施体制 

先方政府が提示してきた案そのものに、先方政府内での合意が得られていなかった。そのため

合意には至らず、プロジェクト実施体制に関しては 5 月末までに新たな素案を先方政府から JICA

に提出することとなった。 

 

（５）プロジェクト必要経費・投入 

   日本側     ：中央・地方研修センターの整備（初期投資） 

研修用資機材供与 

日本人及び第三国専門家派遣 

研修（本邦あるいは第三国研修）3 

 

   ブルキナファソ側：プロジェクトマネージャー 

ナショナルトレーナー 

地方トレーナー 

プロジェクト執務室 

中央・地方研修センター 

第三国研修時の参加者への日当 

 

 

Ⅲ. 次回調査団までにブルキナファソ側が行っておくべき事項 

今後のスケジュールとして、5 月末に先方が提出する対象県とプロジェクト実施体制を含むプ

ロジェクトの枠組みの素案に基づいて、6 月の理数科教育強化アフリカ域内ネットワーク

（SMASE-WECSA）の会合時にケニア中等理数科教育強化プロジェクト（SMASSE）、JICA 本部、

ブルキナファソ関係者の間で協議し、同協議を踏まえてその後の計画を立てることとする。本案

                                            
1 対象科目を理数科に絞ることに合意は得られたものの、先方からは、少なくともフランス語を対象科目に含め

なければ教員研修として不完全であるとの意見も多く出された。そのため、理数科協力に対するニーズを再調査

するよう、MEBA に申し入れた。 
2 当方から、カスケード式に GAP 代表者まで研修を行った後、その研修内容を GAP 通常活動につなげるよう再三

提案したが、通常活動のある GAP に新たな研修を取り入れる余地があるか不明であること、また、理数科研修の

GAP における優先度が必ずしも高くない可能性もあることなどを理由に先方はこの提案を拒否した。プロジェク

トの成果が既存の現職教員研修システムである GAP 活動として制度的に定着する可能性がないのであれば、プロ

ジェクト実施の妥当性にもかかわる問題となるため、この点に関しては後日あらためて協議することとなった。 
3 国内における研修実施経費については合意が得られなかったため、当該経費を日本側・ブルキナファソ側がど

のように分担するかはミニッツに記載しなかった。今後再交渉が必要である。 
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件を前向きに進め、第二次事前評価調査を実施してプロジェクトの内容を決定するためには、ま

ず先方がプロジェクトドキュメント（PDM、予算計画、行動計画を含む）の草稿を作成し、その

他以下の事項にある必要な措置を講じることが必要であることをミニッツに示した。今後の進行

状況に関するモニタリングや必要に応じて関係機関への働きかけを JICA ブルキナファソ事務所

にお願いしたい。 

 

（１）ニーズ調査 

 理数科現職教員研修に対するニーズの再確認。5 月に提出される資料の内容を評価し、ニ

ーズ調査の必要性を判断する。 

 

（２）対象県 

 対象県の選考基準の設定及び選定 

 対象県における統計収集（学校数、教員数、生徒数、GAP 数、学区数） 

 

（３）実施体制 

 1）中央レベル 

 プロジェクトマネージャー、ナショナルトレーナーの TOR 

 ナショナルトレーナーの人数、選考基準、TOR 

 中央研修実施時期・期間 

 中央研修センターの選定 

 中央研修成果のモニタリング方法 

 

 2) 地方レベル 

 地方トレーナーの人数、TOR、選考基準 

 地方研修実施時期・期間 

 地方研修センターの選定 

 地方研修成果のモニタリング方法 

 

（４）プロジェクト予算 

 中央・地方研修実施経費を含む必要経費とそれぞれの経費項目の負担者（日本側あるい

はブルキナファソ側）を明確にしたプロジェクト予算案の作成。 

 当方は、プロジェクトの自立発展性を考慮して研修実施経費（宿泊費、食費、交通費、

講師謝礼など）はブルキナ側が負担することを提案した。しかし、MEBA は研修実施経費

をすべて負担することはできないと主張したため、合意に至らなかった。この点について、

プロジェクト予算を計画する過程で再度交渉が必要となる。4 

 

                                            
4 MEBA は、ケニアとは異なるブルキナファソ政府の財政状況への配慮を求め、研修実施経費についても日本側

と分担することを強く要望した。この要望は「（ブルキナファソ側は）ブルキナファソの特殊性への配慮を要望す

る」という形で M/M に記載された。 
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Ⅳ. 第二次事前評価調査に際しての留意点 

（１）署名ミニッツの内容 

今回の調査では、ブルキナファソ側とプロジェクトデザインの詳細まで協議することがで

きず、プロジェクトの実施・責任機関、対象地域の特定、研修制度や研修期間、先方調整

役、研修対象人数等、プロジェクトの枠組みについて合意することができなかった。これ

は、先方の会議出席者、特に発言権が大きい局長クラスの間で要請内容について共通認識

が醸成されていなかったことが主な理由である。調査団は、プロジェクト形成過程におい

て先方の主体性を醸成するため、ブルキナファソ側に一旦これらの事項を戻し、5 月末と

いう期限を設けてブルキナファソ側が主体的にプロジェクトの枠組みについて固め、先方

から再提出するのを待つこととした。 

（２）基礎教育識字省の主体性 

協議を通し、基礎教育識字省の高官レベル（局長レベル）でプロジェクトの要請内容に

ついて共通意識が十分に醸成されていないという印象を受けた。今後実施に際し、プロジ

ェクトの持続性を確保するには、基礎教育識字省の主体性と責務を目覚めさせる努力を続

けることが不可欠である。また、教育行政は非常に中央集権的（強い官僚主義と官吏のヒ

エラルキーを重視する行政）で、ボトムアップ型のアプローチは困難という印象を受けた。

現在までフォーカルポイントとなっていた調査・教育開発局職員は地位が低く、基礎教育

識字省全体の意向を調整できる立場にはない。プロジェクト実施の際は先方調整役にそれ

なりの地位を有する人を確保することが不可欠と考える。 

（３）予算 

仏語圏アフリカの特徴のようであるが、ブルキナファソにおいては、プロジェクト経費

を政府予算として計上する習慣がないようで、先方は同国の特殊性に配慮し、プロジェク

ト経費を全額当方負担で実施することを要請してきた。調査団から、先方における予算確

保の可能性について再三申し入れたが、2008 年度予算に関しては、プロジェクトが開始さ

れていない現段階では申請根拠がないうえ、既に時機を逸しているという回答であった。

プロジェクトが開始されれば、次年度以降は予算確保の可能性がある旨説明があったが、

先方における予算確保の可能性を見極めるため、今回の協議では、リカレントコスト（宿

泊費、食費、交通費、謝金など）は日本側の負担事項とはせず、先方に予算確保を求める

提言にとどめた。プロジェクトの自立発展性という観点から、先方によるリカレントコス

トの負担は極めて重要であり、先方における同予算の確保が確実に担保されるよう、引き

続き粘り強く働きかける必要がある。 

（４）ブルキナファソ側における本プロジェクトのニーズの妥当性・重要性 

基礎教育識字省内部において本プロジェクトの要請内容について十分に意識が共有さ

れていないことが協議において明らかになった。そのため、調査団から、本プロジェクト

に関するニーズを再調査したうえで、要請内容について内部で十分に検討するよう要請し

た。 

なお、今般先方の代表を務めた、事務次官顧問の Sanou 女史は比較的論理的に事態を処
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理する能力があると思われ、ニーズの再調査の結果を踏まえたプロジェクトの枠組み案が

5 月末までに先方から提示された際には、その内容を日本側にて精緻に評価し、今後の対

応を検討することを提言したい。 

（５）相互理解のプロセス 

今後の予定に関しては、当初の対処方針通りとしたが、まずは先方が提出するプロジェ

クトドキュメント案の内容を確認し、そのでき具合により、次のステップを判断すること

になると考える。また、プロジェクトドキュメント作成などの作業を通し、日本側とブル

キナファソ側双方の交流を密にし、相互理解を深めるプロセスが不可欠である。 

 

 

Ⅴ．今後のスケジュール（予定） 

先方の作業の進行具合によって影響を受けるが、今後のスケジュールは以下を予定している。 
2007 年 10 月 第二次事前調査 
2007 年 12 月 実施協議・R/D 署名 
2008 年 1 月 プロジェクト開始 

   

 

 
 
【別添資料】 

 

1. 調査日程 

2. 議事録 

3. 署名済 M/M（写）（英語・仏語） 
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別添資料１ 

 

第一次事前評価調査日程 

 
 
No. Date  Time Activity Remark 
1 12 May Sat  - Arrival at Ouagadougou 

 
From Dakar 

2 13 May Sun  
 

- Internal meeting (briefing of 
the situation in Burkina Faso)

 

Mr. Saikawa 

3 14 May Mon 9:00 
 
 

10:00 
 
 

15:00 

- Meeting with Minister of 
MEBA  

 
- Meeting with SG and 

Directors 
 
- Visiting ENEP Loumbila  
 

Minister (MEBA) 
 
 
SG, DGEB, DG-CRIEF, 
DRDP, DDEB 
 
Proposed site of the central 
training centre 
 

3 15 May Tue 9:00 
 
 
 

16:00 
  

- Meeting with key 
stakeholders 

 
 
- Drafting M/M 
 

Participants: SG, DG, DRDP, 
DEP, ENEP, etc. 
 
 
 
 

4 16 May 
 

Wed 
 

9:00 
 
 

PM 

- Finalising M/M 
 
 
- Report writing 
 

Work with 3 representatives 
from MEBA 
 
 

5 17 May 
(Holiday) 
 

Thr  - Report writing 
 

 

6 18 May Fri  - Signature of M/M 
 
-  
 

SG 

7 19 May Sat  - Reporting to JICA office 
 
 
- Departure from 

Ouagadougou 
 

Mr. Horiuchi (RR) 
 
To Dakar, Nairobi 
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別添資料２ 

 

第一次事前評価調査議事録 

 
内容 ブルキナファソ SMASE 立ち上げ 
日時 07 年 5 月 14 日 9:15-9:30 
場所 MEBA 

面会者（先方） 教育大臣 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・KISAKA・犀川、Gansore 在外専門調整員、後呂専門家 
• 杉山団長より本調査団の団員紹介と目的を説明。 
• 大臣より調査団への謝辞が述べられ、本案件に関して何でも力になると力強い言葉を頂い

た。 

 
 
内容 ブルキナファソ SMASE 立ち上げ 
日時 07 年 5 月 14 日 10:00-11:00 
場所 MEBA 

面会者（先方） 次官、基礎教育総局長（DGEB）、局長（DDEB, DG-CRIEF, DRDP）、事務次官

の Focal point 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・Kisaka・犀川、Gansore 在外専門調整員 
• 杉山団長より本調査団の団員紹介と目的を説明。 
• 宮崎団員と Kisaka 団員よりケニア SMASSE の哲学に関する説明があり、SMASSE が一過性

の研修でなく制度化を目指したものであることを強調し、自立発展性のある教員研修を打

ち立てるためには先方政府のオーナーシップが重要であることを主張した。 
• 宮崎団員より、ブルキナファソにおいて小学校における理数科教員研修の強いニーズがある

のかと質問があった。 
• 事務次官より、調査団に感謝が述べられ、MEBA 関係者の紹介を行った。また、2008 年よ

り開始する PDDEB フェーズ 2 では、質を重視することとなっており、教育の内容としては

今後実践を重視したものに移行する予定であると述べた。以上のことから、理数科教員研

修のニーズがあると断言し、本プロジェクトへの期待を述べた。 

 
内容 研修センター候補地視察 
日時 07 年 5 月 14 日 15:00-16:30 
場所 ENEP-Loumbila 

面会者（先方） 校長（MEBA における総局長レベル） 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・Kisaka・犀川、Gansore 在外専門調整員 
• 杉山団長より本調査団の団員紹介と目的を説明。 
• その後、いくつかの質疑応答により以下のことが明らかとなった。 

 本校には、450 人の宿泊施設、食堂が完備されている。50 人以下の小規模な研修なら 1
年中利用可能であるが、それ以上の規模の場合は、学生が休暇または実習で学校を離れ

る 1 月 1 日～4 月 30 日、または 7 月 31 日～9 月 15 日の間なら利用可能とのことである。

ただし、本校は国際会議や二カ国語学校の教員養成にも利用されるなど多くの機関が利

用するため、本プロジェクトにて利用する場合には、スケジュール調整が必要となる。

 レクチャーホールは 300 人収容可能で、他に図書館、（EU 支援により建てられた）ワー

クショップホール、定員 60 人程度のクラスルームがある。ただし、実験室はない。 
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別添資料２ 

 

 学生用に、30 人乗りのバスが 3 台ある。 
 フルタイムの教員は合計 11 人で、全員視学官か教育顧問の資格を持っている。うち 2

人がケニア SMASSE で研修を受講している。 
 本校には約 600 人の生徒が通うが、その約半分が奨学金をもらっている。残りの生徒は

寮費として年間 370000FCFA（約 7 万円）を支払っている。 
 ENEP-Loumbila の年間予算は約 1 億円（要確認） 

• その後、学校の設備を視察した。本校は 22 年前（1985 年）にオランダの支援で建設された

もので、建物は古いが、宿泊施設やトイレも含め、よく整備されている印象を受けた。 
• また、視察時にはワークショップホールでは実践的な大工仕事の授業が行われており、そ

の他の機材もきちんと使われているようであった。同様に、図書館もきちんと利用されて

いるようであった。 
• 全般的に、本校は施設もしっかりしており、宿泊者受け入れにも慣れているため、研修セ

ンターとして利用することに問題はないと思われる。 
 
内容 ブルキナファソ SMASE 立ち上げ（ステークホルダー会合） 
日時 07 年 5 月 15 日 9:00-14:30 
場所 JICA ブルキナファソ事務所 
面会者（先方） DGEB, DG-CRIEF, DG-ENEP, DRDP の局長ら計 12 人 （次官は欠席） 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・Kisaka・犀川、Gansore 在外専門調整員 
• 事務次官が欠席のため、初等教育総局長が議長を務めた。 
• まず、ブルキナファソの現存する教員研修として GAP、教授法会議、遠隔教育に対する発

表が基礎教育開発局（DDEB）、調査・教育開発局（DRDP）よりあった。それに引き続き、

Kisaka 団員よりケニア SMASSE の紹介があり、質疑応答に入った。 
• 参加者のケニア SMASSE に対する関心は高かったようで、質問が相次ぎ、質疑応答だけで

1 時間ほど費やした。主な質問としては、ケニアの現状、ケニア政府の研修費予算確保の方

法、ケニアにおける小学校レベルの取り組みがあげられ、すべて Kisaka 団員が回答をした。

• 次に、ブルキナファソにおける理数科プロジェクトの素案を DRDP の担当者により発表し

た。この素案は、先方政府による要請書をもとに先方政府の案として作成されたもののは

ずであったが、MEBA 側の会合参加者にそういった認識はなく、JICA が作成したものを

DRDP 担当者が読まされていると理解したようであった。その結果、素案を白紙に戻した状

態で協議することを余儀なくされ、会合が大きく長引いた。 
• プロジェクトの目的や対象といった根幹の部分を決めるにあたって、MEBA は教員研修に

関する支援を望んでおり、必ずしも理数科に特化した支援を望んではいないことが明らか

になった。最終的に、SMASE-WECSA の枠組み内では、理数科の支援しかできないことか

ら、対象教科は理数科に絞ることで合意はできたが、その後も、最低でもフランス語を対

象に入れなければ研修は完全なものとならないという意見が複数あった。 
• 実施体制に関して、素案では DRDP を CP 機関とすることになっていたが、この点に関して

も白紙にもどり、本会合では実施体制に関してなんの合意も得られなかった。 
• 予算のコストシェアリングに関しては、先方政府の対応は非常に頑なで、調査団より、MEBA

自身の予算のほかに、（現在道路建設に使用されている）見返り資金、コモンバスケットを

利用することを訴えたが、現実には難しいことを理由に予算確保を試みることさえ拒否す

る姿勢であった。 
• 先方政府による予算確保が難しいことを考慮し、調査団としての最大限の妥協案として、

中央研修、地方研修まで全部 JICA が負担して、GAP レベルの活動をブルキナファソ政府が

受け持つという案を出した。しかしながら、GAP には GAP のプログラムがすでにあるので

導入が難しいこと、各 GAP の理数科に対するプライオリティが高くなければ研修内容を導
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入したがらない GAP があるだろうこと、プロジェクトの範囲内の活動でなければ、教員レ

ベルまで効果が伝わらない可能性がありプロジェクトの存在価値がなくなるという理由か

ら、却下された。調査団側は、GAP 活動に関して負担はできないと主張を続けたため、合

意には至らず、後日再協議することとなった。 
• 協議は非常に難航し、協議事項の大部分は今後の宿題として残す形で、翌日には合意した

部分をまとめてミニッツを作成することにして、会合を終了した。 
 
内容 M/M 修正 
日時 07 年 5 月 16 日 9:00-12:15 
場所 JICA 事務所 
面会者（先方） Ms. SANOU/DAO Bernadette (Secretariat General), Mr. ZONGO Sulemane 

(DRDP),   
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・Kisaka・犀川、Gansore 在外専門調整員 
1. 昨日の会合の終わりには、MEBA 側から翌日に実施体制の原案を作成して、本日の会合に持

ち寄ることになっていた。先方政府代表者は本日の会合には準備できなかったが、5 月末ま

でに原案を提出すると約束した。 
2. 先方政府から案がないため、調査団の作った M/M ドラフトを修正する形で会合は進行した。

主な変更点は以下のとおり。 
• 実施体制に関して、JICA から原案を提案したが、代表者に権限が与えられていないため、

合意できず、削除した。 
• GAP 活動を対象に含めるかに関しても、同様の理由で削除した。 
• 先方政府の予算確保が難しいため、「ブルキナファソの特殊性に配慮してほしい」という

ブルキナファソ側の要望を加えた。 
• 先方政府から、「JICA は PDDEB（教育セクター計画）を尊重した計画を立ててほしい」と

いう要望を挿入したいとの提案があった。調査団は、もし本案件が PDDEB に即したもの

でないのであれば、そもそもプロジェクトの妥当性がないことになるので、この点に関

しては M/M に残さず、MEBA により本案件に対するニーズの再調査を行うよう要請し

た。 

 
内容 M/M 署名 
日時 07 年 5 月 18 日 8:45-9:15 
場所 MEBA 

面会者（先方） 事務次官, DGEB ら計 5 人  
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・Kisaka・犀川、Gansore 在外専門調整員 

• 杉山団長より、MEBA 関係者の協力に感謝を述べるとともに、次のステップに次の 2 点

に関して強調した。 
 MEBA 職員のプロジェクトに対するコミットメントレベルが高くないので、事務次官

より職員に対して動機付けをしてほしい。 
 JICA は先方政府の自助努力を助けるという哲学をもとに支援を行っているので、自主

性をもってプロジェクト計画をされることを望む。 
• 事務次官から、今回コミットメントが高くないという印象を受けたのは、多くの決定が

できなかったためと思われるが、これは会合がテクニシャンによるものであり、決定権

が与えられなかったためのものである、と返答があった。今回の調査中に、様々な話し

合いができ、これをベースに MEBA は必要な決定を下す用意があり、コミットメントは

すでに高いので、心配しないでいただきたいと述べた。決定ができなかったそもそもの
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原因となる事務次官自身の会合欠席に関して触れることはなかった。 
• また、フランス語も支援してほしいという意見が火曜の会合で上がったことについて触

れ、言語はすべての教科に必要なものだから重要であるが、理数科も重要であることに

は変わりないと、理数科支援のニーズがあることを強調した。 
• M/M は変更なしで署名が行われ、会合は終了した。 
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